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1. 日本型技術経営システムの 強みとその モ チル 化 ; 
90 年代米国のシリコンバレ 一仁 良 製造業、 インテル、 ヒューレット・ハッカード、 シス 

コシステムズなどは、 インターネット 時代を迎えて 世界市場を席巻したが、 これら成功 金 

業は、 実は 80 年代、 日本製造業の 技術経営システムを 徹底的に研究し、 それを克服する 形 

で 90 年代に成功したとみなせる。 彼らの研究対象は、 ソニⅠ I 皿 C 、 官士通、 東芝、 日 
立 、 三菱電機など 日本発の総合 IT 企業の技術経営システムであ った。 なぜなら、 80 年代、 

これら日本の 総合 IT 企業群は、 世界の IT ピ ジネスを席巻する 勢いがあ ったからであ る。 

そこで図 1 に、 80 年代、 世界最強を誇った 日本型技術経営システム・モデルを 示す。 

図 Ⅰ 日本型技術経営システム・モデル 本社による垂直統合 

企業内補完的競争 総合ランド力 投 打 生産 販売子会社 
子会社 子会社 物流子会社 

アフターサー ヒ ・ ス 

#@ ・ Xitt ・， Yamamoto ， Hi   atoshi ， "Compl   mentary，ompetii   n　   Japan ， " 
Research ， Technology@Management ， March-April ． 1994 ， Vol@37 ． No ， 2 ， p49-54 

この技術経営システム・モデルは 元来、 70 年代米国の伝統的 伎 良大企業であ る GE や IBM 

をモデルに発展したもので、 その特徴は、 会社プランド 単位 て 垂直統合的に 分業している 

点 にあ る。 この有機的モデルを 採用する日本のバローバル 製造業は、 生産技能を日本のみ 

ならず、 世界中に分散立地する 生産子会社に 置いている。 なお、 I ℡ C やソ ニ一のように 自 
社 工場 群 の一部を ソ レクトロンなど 外資系製造受託サービス EMS (Electro ㎡㏄ 

Man Ⅱ 俺 ct 町田 e ServiceB) に売却するケースも 生じたものの、 いずれにしても、 日本の ダ 
ローバル製造業は、 おおむね図 1 のような技術経営システムによって 経営されてきた。 
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2. 日本モデルを 克 脱する米国シリコンパレ 一型技術経営システムの 登揖 ; 
80 年代末、 インテル や ヒューレット・パッカードなどのシリコンパレー 製造業は半導体 

チップやパーソナル・コンピュータなどの IT ピ ジネスにおいて、 NEC や東芝など日本の 

垂直統合型グローパル 製造業の技術経営システム ( 図 1) による製品開発力に 押され気味 

であ った。 そして、 シリコンバレー 製造業は、 日本のライバル 企業の挑戦を 振り切るため、 

競争 伎位 の革新的な技術経営システムを 模索していた。 折しも 90 年代初頭、 シリコンバレ 
一ではネットワーク 技術の革新が 始まり、 イントラネットからエキストラネット、 さらに 

インターネット・ぺ ー スのオープンネットワークが 普及し始めた。 そして、 90 年代前半、 

， ンリコンバレ 一型コラポレーション・ネットワークが 自然発生的にできあ がった。 シリコ 

ンバレ一企業 は 、 このコラポレーション・ネットワークによって、 IT ぺース・ テ レッジマ 

ネジメントが 可能となり、 異業種間の水平分業体制を 構築することに 成功したのであ る。 

このシリコンパレ 一型技術経営システムは、 図 2 に示すようにモデル 化することができる。 

図 2 米国シリコンバレ 一型技術経営システム・モチ ル 
水平分業モード   
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参考資料 :Yamamoto.Hisatoshi."Complemen 甘 Ⅳ Compet 田 on  in  Japan." 
Research.Technology  Management, MarcCh-% Ⅱ． 1994.Vol37. No.2.  目 9-54 

このモデルは 先進 IT 企業に最適の 技術経営システムとなっている。 ソフトウェア 開発、 

半導体設計・ 生産、 IT 機器システムのプランディンバ、 そして製造受託サービス (EMS) 

機能を異業種 問 ネットワークの 水平分業体制で 実現している。 なお、 EMS という ピ ジネス 

モデルもシリコンパレ 一型ネットワーク 形成の過程で 生まれたものであ る。 シリコンバレ 

一企業は、 図 2 に示す異業種間のコラボレーションを 実現するため、 共通プラットフォー 

ム とも言うべき、 プロトコル、 オペレーションシステム、 各種デファクトスタンダード、 

あ るいは個別のデザインルールをネットワーク 上で共有化することによって、 各企業が独 

立 に分担できる 自己完結型モジュール 化実現に基づく 水平分業化に 成功した。 こうして、 

、 ンリコンパレ 一企業は世界に 先 軍 けてオープンネットワーク 型の革新的技術経営システム 
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の 構築に成功したのであ る。 

このシリコンバレ 一型技術経営システム ( 図 2) は、 日本型技術経営システム ( 図工 ) 

のような人材の 価値観統一化や 強固な企業文化の 形成を必要としないので、 企業買収の 

M&A (Merger&Acqui 甜 ion) 戦略によってビジネスのバローバル 化がスムーズにできる 

メリットがあ った。 またインターネット 普及により、 グローバルスケールにて・マーケテ 

イング、 ソフトウェア 開発、 設計、 調達が低コストで 可能となったため、 極めて効率的か 

つ合理的な技術経営システムとなった。 今では、 上流工程であ るソフトウェア 開発のオフ 

、 ンコ アリング ( インドや中国など 海外への知的業務覚注 ) も実現しているほどであ る。 

いずれにしてもはっきり 言えることは、 90 年代米国のハイテク 製造業は、 水平分業型 技 

術 経営システム ( 図 2) の構築によって、 80 年代に競争優位であ った垂直統合型技術経営 

、 ンステム ( 図 1) を採用する日本のハイテク 製造業を打ち 負かしたことは 間違いない。 

3. 日米技術経営システム・モデルの 比較 : 両 モデルは一長一短あ り ; 
さて、 次に、 図 1 および図 2 に示した日米の 技術経営システムの 優劣比較を行ってみる。 

そこで、 図 3 に両者の比較マトリックスを 示す。 図 3 の比較によれば、 日本型モデル と米 

国 ( シリコンバレづ 型モデルはそれぞれ 一長一短があ ることがわかる。 つまり、 両者の 

技術経営システムは、 絶対的に、 どちらが優れていると、 一概に決め付けることはできれ 

いのであ る。 

図 3  日米技術経営システム・モチ ル の比較 

垂直統合型 水平分業型 

日本型技術経営 米国型技術経営 
・ンステム ・ンステム 

●長期戦略対応有利 ●グローバル 展開容易 
●プランド形成有利 ●専門分業 
●顧客に安心感 ( モチはモチ 尾 ) 

長 ●社内人材流用可能 ●異業種活用による 
所 ●雇用安定化 イハ二 ション 出 易い 
●社員忠誠心高い ●競争活性化 

Ⅰ市場変化に 柔軟 
対応可能 

●馴れ合いに よ る ●雇用不安定 
短 コスト上昇危険 ●社員忠誠心希薄 
所 ●社内外人材流動化 ●大型プロ ゾリト 
不活発 対応困難 
●官僚化し易い 

図 3 に示すよさに・ 90 年代に大成功した 米国型技術経営システム ( 図 2) にも短所があ 

り、 決して万能とはいえな い のであ る。 すな む ち、 先進 IT 分野では米国型技術経営システ 
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4. 技術経営システム 革新に向けての 提言 : 第三世代の技術経営への 挑戦 ; 

上述の議論から、 先進 IT 分野以外では、 依然、 日本型技術経営システム ( 図 1) に競争 
優位性があ るかもしれない。 ちなみに、 このモデルは「ものづくり」技術経営システム と 

言い換えることができる。 しかしながら、 だからと言って、 すべての日本製造業は 、 「もの 

づく 卸 技術経営システム ( 図 1) に安住してよいとは 決して言えない。 80 年代、 日本型 

技術経営システム ( 第一世代モデル ) を徹底的に研究して 構築された、 米国型技術経営シ 

ステム ( 第二世代モデル ) を、 今度は再び、 日本製造業が 徹底的に研究することによって、 

第三世代の技術経営システムの 構築に向けて、 今すぐ挑戦すべきであ る。 

その意味で、 すべての日本製造業が 第三世代の技術経営システムを 模索するに当たって 、 

図 3 に示す日米技術経営システムの 長所・短所の 分析から、 以下のような 技術経営の姉大 

課題に取り組むべきであ ると考える。 

(1) 知財的な国 擦 競争力確保のための TKM 体制の構築 ; 
すべての日本製造業は、 技術経営のバローバル・ウェッ ブ 化によって、 国籍を問わず、 世 

界 トップレ ペル の イ / ペーターやコラポレーション・パートナ 一の活用を促進するための、 

TKMd ( 騰 。 血 010 細 1 缶 owledgeManagement) 体制を早急に 構築すべきであ る。 ちなみに 
日本製造業は TKM Ⅰで欧米どころかアジアの 企業にも大きく 出遅れていると 思われる。 

(2) 技術経営プロフエ ツシ ヨナル (MOT 人材 ) の育成と活用 ; 
すべての日本製造業は、 MOT 論の観点から、 技術経営プロフェッショナルの 育成と活用 

が 待ったなしの 緊急課題であ る。 なぜなら、 イノペータ一の 発掘と育成、 新技術の発掘 と 

開発、 社内ペンチヤ 一の活性化による 新事業の創造、 グローバル・プロジェクトなどを 実践 

する技術経営プロフェッショナルの 育成に成功しない 限り、 グローパル競争に 勝ち残るこ 

とはできないからであ る。 ちなみに、 日本製造業には、 有能な研究開発者も、 有能な技術 

管理職も豊富であ るが、 技術経営プロフェッショナルが 決定的に不足していると 思われる。 

(3) 企業内民主主義原理の 確立 ; 
すべての日本製造業は、 グローバルスケールで 組 城内プロ人材のフェアな 競争原理の倣 

底 、 あ るいは成果主義導入による イ / ペータ一の活性化なしには、 早晩、 欧米のみならず 

アジアでも競争 使位 に立っことはできなくなるであ ろう。 ちなみに日本型技術経営システ 

ム ( 図 m) は、 組織の秩序を 重視するので、 ともすれば、 封建的官僚化 ( 反民主主義化 ) が 

蔓 延しやすい欠点があ ると思われる。 
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